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平成 27 年 12 月 

各 位 

 

東京福祉大学大学院        

                    社会福祉学研究科長 植地 正文 

 

平成 28 年度 論文博士に関するお知らせ 

 

本大学院の博士課程後期を経ない者が博士論文を提出して、その審査及び最終口頭試問

に合格し、かつ、本学大学院の博士課程後期を修了した者と同等以上の学力を有すること

を確認された者に博士の学位を授与しています。 

論文博士の学位取得においては、博士論文を当該年度の 4 月 25 日までに「学位申請書（事

前申請）」を添えて本学に提出し、事前審査に合格する必要があります。事前審査に合格し

た者は、当該年度の 8 月末日までに、「学位申請書（本審査）」を添えて提出していただき

ます。社会福祉学研究科委員会では、当該年度の 12 月末日までに、口頭試問及び審査を実

施いたします。 

平成 28年度の論文博士の学位を取得するための博士論文提出に関する日程等は下記のと

おりとなっております。申請を希望する者は、事務局教務課までお問い合わせください。 

 

記 

1. 日 程 

 

 

 

 

 

※ 本審査申請時に学位論文審査手数料 200,000 円が必要となります。 

 

2. 提出書類 

1） 事前審査 

1. 学位申請書（事前申請）  1 部 

2. 博士学位審査論文の概要（4,000 字程度） 正 1 部・副 3 部 

3. 博士学位審査論文の目次  正 1 部・副 3 部 

4. 研究業績（各業績毎に 300 字以内記述） 正 1 部・副 3 部 

5. 履歴書    1 通 

6. 最終学校卒業証明書   1 通 

（注）英語で提出する場合は、その正本の他に日本語に翻訳した副本を、 

上記 2 から 4 については 4 部、5 及び 6 については 1 通提出すること。 

 

2） 本審査 

1. 学位申請書（本審査）   1 部 

2. 博士学位審査論文   正 1 部・副 3 部 

3. 博士学位審査論文目次   正 1 部・副 3 部 

4. 博士学位審査論文要旨   正 1 部・副 3 部 

5. 参考論文（提出随意）   正 1 部・副 3 部 

（注）英語で提出する場合は、その正本の他に日本語に翻訳した副本を、4 部提出すること。 

学位申請書（事前申請） 平成 28 年 4 月 25 日まで 

事前審査結果報告 平成 28 年 6 月末日まで 

学位申請書（本審査）※ 平成 28 年 8 月末日まで 

口頭試問 平成 28 年 12 月末日まで 



2 

3. 博士論文の審査について 

 

本学において、博士の学位の授与を申請する者への審査方法については、以下のとお

りです。 

 

１） 博士の学位を申請する者は、所定の申請書（事前審査）および必要書類を添えて、

本学社会福祉学研究科委員会に提出し、事前審査を受けることとします。 

２） 事前審査に合格した者は、所定の申請書（本審査）および必要書類、審査手数料

振込控えを添えて、本学社会福祉学研究科委員会に提出することとします。 

３） 社会福祉学研究科委員会が博士論文を受理したときは、次の手続きによって、博

士学位授与に関する審査を行います。 

① 博士論文の審査にあたり、社会福祉学研究科委員会は、委員の中から審査委

員長 1 名、審査委員 2 名以上の論文審査委員を選定し、博士論文審査委員会

を設置します。この場合において、博士論文審査委員会が必要と認めたとき

は、上記の論文審査委員の中の審査委員１名を当該博士論文審査委員会以外

の者から選定することができ、また博士論文審査委員会以外の者に審査の一

部又は調査を委嘱することができます。 

② 博士論文審査委員は、論文審査を行います。 

③ 博士論文審査委員は、最終試験を行います。最終試験は、独創的研究成果に

より論文審査に合格した者が、専攻分野について研究者として自立して研究

活動を行うに必要な高度な研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有する

ことを確認するため、提出論文を中心に、これに関連する研究領域につき、

記述または口頭試問によってこれを行います。 

④ 博士論文審査委員は、博士論文審査及び最終試験又は学力確認の結果を、博

士論文要旨と審査要旨を添えて、社会福祉学研究科委員会に報告するものと

します。社会福祉学研究科委員会以外から論文審査委員に選定された者は、

当該論文提出者の最終口頭試問に加わり、かつその論文審査報告の議題に関

する限り、当該社会福祉学研究科委員会に出席することができます。 

⑤ 学位論文の審査及び最終試験又は学力確認の合否は、前項の報告に基づき、

社会福祉学研究科委員会で決定します。 

４） 博士の学位を授与された者は、当該学位を授与された日から 1 年以内にその論文

の全文を公表するものとします。 

 

 

以上 

 

 

 
【お問い合わせ先】 

池袋キャンパス教務課  

TEL：03-5928-1574 FAX:03-5928-1593  

Email：kyomu@ad.tokyo-fukushi.ac.jp 
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東京福祉大学大学院 社会福祉学 博士論文 評価基準 

 

完成された博士論文は下記の基準を満たしたものでなければならない。 

 

１．社会福祉学の博士論文として国際的水準に達していなければならない。国際的水準と

は、論文の課題、研究方法、研究内容などが、日本だけではなく、他の国の主要な大

学院でも博士論文として認められることを意味する。したがって、論文は高度の質と

量が顕著に認められるものであることが要求される。 

 

２．博士論文の課題は、社会福祉学、または、社会福祉実践に密接な関連がなければなら

ない。さらに、研究課題と研究結果が日本、及び他の国の社会福祉学分野における科

学的知識・技術の蓄積と発展になんらかの貢献をするものでなければならない。 

 

３．実証的研究であること。調査・研究方法が明確に示されていて、研究課題と研究内容

に独創性が顕著に認められるものであること。また、データの収集、分析、解釈が適

確に行なわれていて、通常、社会科学、行動科学の調査・研究で使用される方法が適

確に使用されていなければならない。 

社会福祉政策、社会福祉計画などのマクロ分野の課題に関しての研究には、二次的な

データの使用は認められるが、二国間、または、それ以上の国々の比較研究が望まれ

る。 

   

４．調査・研究が社会福祉専門職の倫理綱領にそって行われていなければならない。 

調査対象者（被験者）の人権擁護、プライバシーに十分な配慮がなされていなければ

ならない。 

 

５．論文の全容が論理的に構成され、研究結果が社会福祉専門職の行う実践行為の改善に

寄与するものでなければならない。したがって、論文課題が日本、及び、世界の国々

が現在直面している社会福祉問題の解決に何らかの貢献をすることが望ましい。 

 

 

 

博士論文提出の前提条件について 

 

１）査読付学術誌、学会誌において「研究論文」を多数発表していること。 

※ この場合の学会とは日本学術会議に登録されている研究団体を指し、学術誌とは

この研究団体が発行する学術誌を指します。 

※ 研究論文が共著の場合は第 1著者であること、または実質的に中心的著者である

ことが必要です。 

２）所属する学会において「研究発表」を多数していること。 

※ 共同の「研究発表」の場合は実質的に中心的発表者であることが必要です。 

 


